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医療国際展開加速化促進事業補助金交付規程 

  

（平成２６年４月３０日制定） 

 

（通則） 

第１条 医療国際展開加速化促進事業に対する補助金（以下「補助金」という。）の交付について

は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正

化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第

２５５号。以下「施行令」という。）、医療国際展開加速化促進事業補助金（平成２５年度補正

予算分）交付要綱（２０１４０２１８財情第２号。以下「交付要綱」という。）及びその他の法

令の定めによるほか、この規程の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 この規程は、経済産業大臣が定めた交付要綱第２条の目的の達成を図るため、一般社団法

人Medical Excellence JAPAN（以下「ＭＥＪ」という。）が、海外医療機関への日本式医療機器

の導入支援に必要な経費を補助することにより、我が国が高い競争力を有する医療技術とサービ

スが一体となった、戦略的な国際展開を加速化させる事業者に対して補助金の交付を行う事業の

手続等を定め、もってその業務の適正かつ確実な処理を図ることを目的とする。 

 

（交付の対象及び補助率） 

第３条 ＭＥＪは、別表１の補助要件を満たす補助対象事業について、ＭＥＪに設置された「医療

国際展開加速化促進事業（日本式医療拠点化機器導入支援事業）審査委員会」の評価結果を踏まえ

て、経済産業省と協議の上ＭＥＪが採択し、経済産業省が承認した補助事業を実施する者（以下「補

助事業者」という。）に対して、補助事業を実施するために必要な経費のうち、別表２に掲げる補

助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において、

補助金を交付する。 

２ 補助対象経費の区分は、別表２のとおりとする。 

３ 補助率及び補助金の上限額は、別表３のとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助事業者は、様式第１による補助金交付申請書に様式第２による補助事業概要説明書を

添えて、ＭＥＪに提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、第１項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率

を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」と

いう。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税

額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

（交付決定の通知） 

第５条 ＭＥＪは、第４条第１項の規定による申請書の提出があった場合には、当該申請書の内容

を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付決定を行い、様式第３による補助金交

付決定通知書を補助事業者に送付するものとする。 
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２ 前条第１項の規定による申請書が到達してから、当該申請に係る第１項による交付決定を行う

までに通常要すべき標準的な期間は、１５日とする。 

３ ＭＥＪは、前条第３項のただし書による交付の申請がなされたものについては、補助金に係る

消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件

を付して交付決定を行うものとする。 

４ ＭＥＪは、第１項の通知に際して必要な条件を付することができる。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 補助事業者は、前条第１項の規定に基づく補助金交付決定の通知を受けた場合において、

交付の決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げ

ようとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に様式第４による交付申請取下げ届出書

をＭＥＪに提出しなければならない。 

 

（補助事業の経理等） 

第７条 補助事業者は、補助事業の経費については、帳簿及びすべての証拠書類を備え、他の経理

と明確に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了した日又は補助事業の廃止の承認が

あった日の属する年度の終了後５年間、ＭＥＪの要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよ

う保存しておかなければならない。 

 

（計画変更の承認等） 

第８条 補助事業者は、次の各号の一に該当するときは、あらかじめ様式第５による申請書をＭＥ

Ｊに提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 補助対象経費の区分ごとに配分された額を変更しようとするとき。ただし、各配分額の１０

パーセント以内の流用増減を除く。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

① 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、より能

率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合。 

② 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合。 

(3) 補助事業の全部又は一部を他に承継しようとするとき。 

(4) 補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ ＭＥＪは、前項に基づく申請書を受理したときは、これを審査し、当該申請に係る変更の内容

が適正であると認め、これを承認したときは、その旨を当該補助事業者に通知するものとする。 

３ ＭＥＪは、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付の決定の内容を変更し、又は条件

を付することができる。 

４ ＭＥＪは、第２項の承認に際して、予め経済産業省と協議を行うものとする。 

 

（契約等） 

第９条 補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、一般の

競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は

不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を第三者に委託し、又は第三者と共同して実施しようとする場

合は、実施に関する契約を締結し、ＭＥＪに届け出なければならない。 
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（債権譲渡の禁止） 

第１０条 補助事業者は、第５条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は一

部をＭＥＪの承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、信用保証協

会、資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３項に規定する特定目的

会社又は中小企業信用保険法施行令第１条の２に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合

にあっては、この限りでない。 

２ ＭＥＪが第１５条第１項の規定に基づく確定を行った後、補助事業者が前項ただし書に基づいて

債権の譲渡を行い、補助事業者がＭＥＪに対し、民法（明治２９年法律第８９号）第４６７条又

は動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成１０年法律第１０４

号。以下「債権譲渡特例法」という。）第４条第２項に規定する通知又は承諾の依頼を行う場合

には、ＭＥＪは次の各号に掲げる事項を主張する権利を保留し又は次の各号に掲げる異議を留め

るものとする。また、補助事業者から債権を譲り受けた者がＭＥＪに対し、債権譲渡特例法第４

条第２項に規定する通知若しくは民法第４６７条又は債権譲渡特例法第４条第２項に規定する承

諾の依頼を行う場合についても同様とする。 

 (1) ＭＥＪは、補助事業者に対して有する請求債権については、譲渡対象債権金額と相殺し、又

は、譲渡債権金額を軽減する権利を保留する。 

 (2) 債権を譲り受けた者は、譲渡対象債権を前項ただし書に掲げる者以外への譲渡又はこれへの

質権の設定その他債権の帰属並びに行使を害すべきことを行わないこと。 

  (3) ＭＥＪは、補助事業者による債権譲渡後も、補助事業者との協議のみにより、補助金の額そ

の他の交付決定の変更を行うことがあり、この場合、債権を譲り受けた者は異議を申し立てず、

当該交付決定の内容の変更により、譲渡対象債権の内容に影響が及ぶ場合の対応については、

専ら補助事業者と債権を譲り受けた者の間の協議により決定されなければならないこと。 

３ 第１項ただし書に基づいて補助事業者が第三者に債権の譲渡を行った場合においては、ＭＥＪ

が行う弁済の効力は、ＭＥＪが支出の決定を行ったときに生ずるものとする。 

 

（事故の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又

は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに様式第６による事故報告書をＭＥＪ

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業の遂行及び収支の状況について、ＭＥＪの要求があったときは

速やかに様式第７による状況報告書をＭＥＪに提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了（廃止の承認を受けた場合を含む。）したときは、その

日から起算して３０日を経過した日までに様式第８による実績報告書の正本をＭＥＪに、副本を

経済産業省に提出しなければならない。 

２ 補助事業者が第１項の実績報告書をやむを得ない理由により提出できない場合は、ＭＥＪは期

限について猶予することができる。 

３ 補助事業者は、第１項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明

らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助事業の承継） 

第１４条 ＭＥＪは、補助事業者について相続、法人の合併又は分割等により補助事業を行う者が変

更される場合において、その変更により事業を承継する者が当該補助事業を継続して実施しようと
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するときは、様式第９による承継承認申請書をあらかじめ提出させることにより、その者が補助金

の交付に係る変更前の補助事業を行う者の地位を承継する旨の承認を行うことができる。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１５条 ＭＥＪは、第１３条第１項の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に

応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第

８条第１項に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合する

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するとともに、経済産業省

に報告を行うものとする。 

２ ＭＥＪは、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える

補助金が交付されているときは、期限を付して、その超える部分の補助金の返還を請求するもの

とする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該請求のなされた日から２０日以内とし、期限内に納付がない

場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割

合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１６条 ＭＥＪは、前条第１項の規定により交付すべき補助金の額に係る報告を受けて、補助金

を支払うものとする。ただし、必要があると認められる場合には、補助金の一部について概算払

をすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、様式第１０による精

算（概算）払請求書の正本をＭＥＪに、副本を経済産業省に提出しなければならない。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税等仕入控除税額が確定した場合には、様式第１１による消費税額及び地方消費税額の確定に

伴う報告書の正本をＭＥＪに、副本を経済産業省に速やかに提出しなければならない。 

２ ＭＥＪは、前項の報告書の提出があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部

の返還を請求するものとする。 

３ 第１５条第３項の規定は、前項の返還の規定について準用する。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１８条 ＭＥＪは、第８条第１項第４号の補助事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の申

請があった場合又は次の各号の一に該当する場合には、第５条第１項の交付の決定の全部若しく

は一部を取消し、又は変更することができる。 

(1) 補助事業者が、法令又は本規程に基づくＭＥＪの処分若しくは指示に違反した場合。 

(2) 補助事業者が、補助金を補助事業以外の用途に使用した場合。 

(3) 補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合。 

(4) 前各号に掲げる場合のほか、交付の決定後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は

一部を継続する必要がなくなった場合。 

(5) 補助事業者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）について、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条に規定する暴力団又は

暴力団員と関係があることが判明したとき。 

２ 前項の規定は、第１５条に規定する補助金の額の確定があった後においても適用があるものと
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する。 

３ ＭＥＪは、第１項に基づく取消し又は変更をしたときは、速やかに補助事業者に通知するもの

とする。 

４ ＭＥＪは、前項の返還を請求するときは、第１項第４号に規定する場合を除き、当該補助金の

受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるそ

の後の期間については、既納付額を控除した額）につき年利１０．９５パーセントの割合で計算

した加算金を併せて当該補助事業者から徴収するものとする。 

５ 第４項の規定に基づく補助金の返還については、第１５条第３項の規定を準用する。 

６ ＭＥＪは第１項の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更する場合には、経済産業

省及びＭＥＪに対して協議しなければならない。 

 

（加算金の計算）  

第１９条 ＭＥＪは、補助金が２回以上に分けて交付されている場合においては、返還を請求した額

に相当する補助金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を請求した額がその日に受領

した額を超えるときは、当該返還を請求した額に達するまで順次さかのぼり、それぞれの受領の日

において受領したものとして当該返還に係る加算金を徴収するものとする。  

２ ＭＥＪは、加算金を徴収する場合において、補助事業者の納付した金額が返還を請求した補助金

の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を請求した補助金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の計算）  

第２０条 ＭＥＪは、延滞金を徴収する場合において、返還を請求した補助金の未納付額の一部が納

付されたときは、当該未納付金からその納付金額を控除した額を基礎として当該納付の日の翌日以

後の期間に係る延滞金の計算をするものとする。  

２ 前条第２項の規定は、前項の延滞金を徴収する場合に準用する。 

 

（財産の管理等） 

第２１条 補助事業者は、補助対象経費（補助対象事業の一部を第三者に実施させた場合における

対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）に

ついては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の

目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、様式第１２による取得財産等管理台帳を備え管理しなけ

ればならない。 

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第１３条第１項に定める実績報告書に様

式第１３による取得財産等管理明細表を添付しなければならない。 

４ ＭＥＪは、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれる

ときは、その収入の全部若しくは一部をＭＥＪに納付させることできる。 

 

（財産の処分の制限） 

第２２条 取得財産等のうち、処分を制限する財産は、原則、取得価格又は効用の増加価格が単価

５０万円以上の機械、器具、備品及びその他の財産とする。 

２ 前項の財産の処分を制限する期間は、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数とする。 

３ 補助事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を制限された取得財産等を

処分しようとするときは、あらかじめ様式第１４による財産処分承認申請書をＭＥＪに提出し、
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その承認を受けなければならない。 

４ 前条第４項の規定は、前項の承認をする場合において準用する。 

５ 第２項の規定により定められた期間を経過した取得財産等を処分することにより補助事業者

が得た収入については、前項の規定は適用しない。 

 

  

 

（申請書等の事前確認等） 

第２３条 ＭＥＪが必要と認めるときは、経済産業省職員が現地調査等を行うことができるものとし、

補助事業者は、これに応じなければならない。 

 

（その他の必要な事項）  

第２４条 補助金の交付に関するその他必要な事項は、あらかじめ経済産業省に協議の上、ＭＥＪが

別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成２６年４月３０日から施行する。 
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別表１ 

１．以下の（１）及び（２）のいずれの要件も満たすこと。 

（１）以下の、補助事業者の資格要件をすべて満たすこと。 

A. 医療の海外展開についての経験を有し、かつ、事業目標の達成および事業計画の遂行に必要

な組織、人員を有していること 

B. 当該補助事業を遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ資金等について十分な管理能力

を有していること 

C. 一般社団法人 Medical Excellence JAPAN と密接に連携できる体制を有していること 

 

（２）以下の不支給要件のいずれにも該当しないこと 

不支給要件 

①経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者 

②次のいずれかに該当する事業者 

イ 事業主、又は事業主が法人である場合当該法人の役員又は事業所の業務を統括する者その他

これに準ずる者（以下、「役員等」という。）のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者及び暴力団の構成員等の統制の下

にあるもの（以下「暴力団員等」という。）のある事業所 

ロ 暴力団員等をその業務に従事させ、又は従事させるおそれのある事業所 

ハ 暴力団員等がその事業活動を支配する事業所 

ニ 暴力団員等が経営に実質的に関与している事業所 

ホ 役員等が自己若しくは第三者の不正の利益を図り又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団を言う。以下同じ。）の威力又は暴力団

員等を利用するなどしている事業所 

ヘ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に

暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している事業所 

ト 役員等又は経営に実質的に関与している者が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される

べき関係を有している事業所 

チ イからニまでに規定する事業所であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事

業所 
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別表２ 

補助金 

の 名 称 

補   助   対   象   事   業 

補 助 対 象 

経費の区分 
内              容 

医療国際展開加速化促

進事業補助金 

（１）機器購入費 海外の医療施設において設置する医療機器購入費 

（２）施工費 上記医療機器の導入、据付け等に係る施工費 

 
 
 
別表３ 
 

補助率 上限額 

１／２以内 443,000,000円以内 

 
リースを利用する場合は、設置事業者とリース会社等との共同申請とし、原則、リース会社等は１企

業について１社とする（ただし、幹事会社として 1社が代表となり、補助金申請の手続等の一切の手続

を行う場合及び補助金返還義務は当該代表の社が負うこととしている場合には、この限りではない。）。

リースの場合の補助対象は、リース会社が購入した設備機械装置とし、リース料を構成する手数料、保

険料等の経費は対象とはならない。リース料から補助金相当分が減額されていることを証明できる書類

（補助金の有無で各々、リース料の基本金額、資金コスト（調達金利根拠）、手数料、保険料、税金等

を明示）を提示してください。また、契約期間が、導入設備の処分制限期間（複数の場合は最長のもの）

継続することを前提とした契約であること。なお、割賦契約による支払い方法は原則として認めない。 
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（様式第１）  

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

 理事長 山本 修三 殿 

                               申請者    住所  

                                        氏名   法人の名称 

                                                 及び代表者の役職・氏名   印 

 

平成２５年度医療国際展開加速化促進事業費補助金交付申請書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第４条第１項の規定に基づき、医療国際展開加速

化促進事業費補助金交付規程別表第１の不支給要件に該当しないことを確認の上、上記補助金の交

付について下記のとおり申請します。 

 

                                          記 

 

１．補助事業の名称 

 

２．補助事業の目的及び内容 

 

３．補助事業の開始及び完了予定日 

（開始予定日）平成●年●月●日 

（完了予定日）平成●年●月●日 

４．補助事業に要する経費                              円 

 

５．補助対象経費                                      円 

 

６．補助金交付申請額                                  円 

 

７．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額 

経費の区分 

経費の内訳 

補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 補助金交付申請額 

機器購入費 円 円 円 

施工費 円 円 円 

その他 円   
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合計 円 円 円 

 

８．同上の金額の算出基礎 

（機器購入費等） 補助対象経費（●円）×補助率（１／２）＝ 補助金交付申請額 

（施工費）補助対象経費（●円）×補助率（１／２）＝ 補助金交付申請額 

 

（注１）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。なお、

消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。 

（注２）「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費

税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。なお、建屋の建設費や土地の取得費

については「補助事業に要する経費」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費」には

なりません。 

（注３）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、

「補助対象経費」に補助率を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。 

（注４）共同申請の場合は、「申請者」に共同申請を構成する全ての申請者に関する事項を記入して下

さい。 

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
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（様式第２） 

                                         

                             住  所                                                

               氏  名（法人の名称及びその代表者の役職・氏名）  

                                                      

補助事業概要説明書 

 

１．補助事業の実施計画  ＊様式第１の詳細を記載のこと 

(１)  補助事業の目的及び内容 

 （イ）目的及び内容 

  （ロ）実施予定場所（住所及び事業所名） 

 （ハ）事業実施部分の敷地・建物の所有関係 

   ＊他者所有の場合には、使用契約期限を付記すること 

また、新規での用地取得又は新規での建屋建設の場合はその旨記載すること 

 （ニ）延べ床面積（補助事業実施に係る部分） 

 (２) 補助事業の実施期間 

 （イ）補助事業の開始（予定）平成●年●月●日 

 （ロ）補助事業の完了（予定）平成●年●月●日 

  (３)  添付書類 

  （イ）補助事業の実施場所の付近見取図 

  （ロ）設備の配置図 

 

２．補助事業の内容 
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３. 補助事業の収支予算（共同申請の場合は事業者ごとの予算記入） 

 

   (１) 収入                       （ 単位：円 ） 

項   目 金   額 

自 己 資 金                    

※起 債 又 は 借 入 金            

そ の 他            

補 助 金            

 

合 計       

 

         

 ※当該起債又は借入に関する資金計画について分かる資料を添付すること。 

 

 

 (２) 支出 

 

  ①  総括表 

                                                                 （単位：円） 

経費の区分 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 

経費の負担区分 

補助事業者の負担額 補助金交付申請額 

機器購入費 
  

       

  

       

施工費 
 

         

 

       

  

       

小   計 
 

         

 

       

  

       

そ の 他 
 

         

 

       

  

       

合   計 
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② 経費の内訳（経費区分ごとの内訳を記載） 

 

  （イ）機器購入費                                    （単位：円） 

種 別 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 

補助金交付 

申 請 額 
備  考 

     

     

     

     

合 計     

 

   （ロ）施工費                                               （単位：円） 

種 別 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 

補助金交付 

申 請 額 
備  考 

     

     

     

     

合 計     

 

（ニ） その他                       （単位：円） 

種 別 
補助事業に 

要する経費 
備  考 

       

    

         

         

 

合 計   

 

 

（注１）「経費区分」は、機器購入費等、施工費で分類します。 

（注２）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費を意味します。なお、

消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。 

（注３）「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費について、消費

税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。なお、建屋の建設費や土地の取得費

については「補助事業に要する経費」となりますが、補助対象外であるため、「補助対象経費」には

なりません。 

（注４）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、

「補助対象経費」に補助率を乗じた額（１円未満は切捨て）をいいます。 

 

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること 
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４.実施体制図 

 業務実施体制
※以下の項目を含めて実施体制図を示して具体的に記述

本事業の実施体制がわかるような、体制図を作成
実施体制図には、担当者の氏名・役職・役割分担等を記載
実施体制表に記入した者のうち、主要な担当者については、職場内での経歴・専門
あるいは得意とする分野等について記述

記述

内容

リーダー

氏名

役職

役割

サブリーダー

氏名

役職

役割

メンバー

氏名

役職

役割

メンバー

氏名

役職

役割

・氏名

・役職

・本事業における役割 等

実施体制図
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５．補助内容 

 

事業名  

担当者 

役職・氏名 
 

担当者 

連絡先 

Tel:                     Fax: 

E-mail: 

事業実施場所 ○○国 （○○市） 等 

金 額 

補助事業に要する

経費 
補助対象経費 補助金 補助率 

 千円  千円  千円  

 

６. 補助事業者の概要 

※各項目について直近決算年度末の数値を申請企業の単体ベースで記入 

社 名  

代 表 者 

役職・氏名 
 

連 絡 先 
Tel:                     Fax: 

E-mail: 

本社所在地  

設立年月日 西暦 年 月 日 決算月  

資 本 金  千円 従業員数  人 

事 業 内 容  

経営の状況 

（赤字は○） 平成 22年度の 

決算 

平成 23年度の 

決算 

平成 24年度の 

決算 

平成２５年度の決

算 

（実績・見込み） 

（↑いずれかに○） 

営業利益 ○or × ○or × ○or × ○or × 

経常利益 ○or × ○or × ○or × ○or × 

当期純利益 ○or × ○or × ○or × ○or × 

主な出資者 

（出資比率） 

○○○(株)（60%） 

(株)▽□○（30%） 

(株)□○○（1
%） 

【×】 

【○】（中小企業の場合は○） 

【×】 

ＢＣＰ作成の

有無 
○or×  

（作成責任者役職・氏名： ○○事業部長 ○○ ○○ 印） 

※印については私印で可。 

 

以下に代表者を含めた役員全員を記載してください 

シメイ 氏名 

生年月日 
性

別 
会社名 役職名 和

暦 

年 月 日 

（例）ｹｲｻﾞｲ ﾀﾛｳ 経済 太郎 S 35 01 01 M (株)経済産業 代表取締役社長 

         

         

         

         

         

         

 

（注１）記載しきれない時は、適宜追加して記載してください。 
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（注２）氏名カナは、半角、姓と名の間も半角で１マス空けてください。 

（注３）氏名漢字は、全角、姓と名の間も全角で１マス空けてください。 

（注４）生年月日は、大正はT、昭和はS、平成はHで半角とし、数字は２桁半角で記載してください。 

（注５）性別は、半角とし、男性はM、女性はF としてください。 

（注６）外国人については、氏名欄にはアルファベットを、シメイ欄は当該アルファベットのカナ読み

を記載してください。 

 

（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること 
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（様式第３） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

 

 法人にあっては名称 

  及び代表者の氏名   あて  

           東京都千代田区一番町１３番地 

                            一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

理事長 山本 修三 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金交付決定通知書 

 

 平成  年  月  日付け第 号をもって申請のありました平成２５年度医療国際展開加速

化促進事業費補助金については、医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程（平成２４年２月

２日制定。以下「交付規程」という。）第５条第１項の規定に基づき下記のとおり交付することに

決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、平成  年  月  日付け第 号で申請のありま

した平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金交付申請書（以下「交付申請書」という。）

記載のとおりとします。 

 

２．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとします。 

    補助事業に要する経費                       円 

    補 助 対 象 経 費                       円 

    補 助 金 の 額                       円 

    ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費、補助対象経費及び

補助金の額については、別に通知するところによるものとします。 

 

３．補助対象経費の配分及びこの配分された経費に対応する補助金の額は、交付申請書記載のとお

りとします。 

 

４．補助金の額の確定は、補助対象経費の区分ごとに配分された経費の実支出額に補助率を乗じて

得た額と配分された経費ごとに対応する補助金の額とのいずれか低い額の合計額とします。 

 

５．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。

以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３

０年政令第２５５号。以下「施行令」という。）、医療国際展開加速化促進事業費補助金交付要

綱（２０１４０２１８財情第２号。以下「交付要綱」という。）及び交付規程の定めるところに

従わなければなりません。 

 

６．交付規程第２３条第１項に該当する補助事業者として、収益納付を要しないこととします。 

 （＊該当しない補助事業者には、記載しない） 
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７．補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付規程の定めるところにより、消費

税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除

税額を減額することとなります。 
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（様式第４） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

 理事長 山本 修三 殿 

                                         

補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金交付申請取下げ届出書 

 

 平成  年  月  日付け   第   号をもって交付の決定があった上記補助金につい

て、医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第６条の規定に基づき、交付申請を取下げます。 

 

記 

 

 

１．補助事業の名称 

 

２．交付の申請の取下げ理由 

 

３．取り下げられた交付の申請に係る補助対象経費及び補助金の額 

 

(1) 補助対象経費 

 

(2) 補助金の額 

 

 

 

 （注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 
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（様式第５） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

 理事長 山本 修三 殿 

                                         

補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金計画変更（等）承認申請書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第８条第１項の規定に基づき、計画変更（等）に

ついて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．変更の内容 

 

２．変更を必要とする理由 

 

３．変更が補助事業に及ぼす影響 

 

４．変更後の補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額 

    （新旧対比） 

 

５．同上の算出基礎 

 

  （注）中止又は廃止にあっては、中止又は廃止後の措置を含めてこの様式に準じて申請すること。 
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（様式第６） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

 理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金事故報告書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第１１条の規定に基づき、補助事業の事故につい

て下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．事故の原因及び内容 

 

２．事故に係る金額                                   円 

 

３．事故に対して採った措置 

 

４．補助事業の遂行及び完了の予定 
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（様式第７） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN  

理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金状況報告書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第１２条の規定に基づき、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１．補助事業の遂行状況 

 

２．補助対象経費の区分別収支概要 
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（様式第８） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN  
理事長 山本 修三 殿 

 
                                        補助事業者    住所 
                                                      氏名  法人にあっては名称 
                                                              及び代表者の氏名     印 
 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金実績報告書 
 

医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第１３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報
告します。 
 
                                          記 
 
１．実施した補助事業 

(1) 補助事業の内容 
(2) 重点的に実施した事項 
(3) 補助事業の効果 

 
２．補助事業の収支決算 

(1) 収    入                                                      （単位：円） 
 

項        目 金                          額 

  自 己 資 金  

  補助金充当額  

  合       計  

 
(2) 支    出 

① 総括表                                                       （単位：円） 
 

区    分 

 補 助 事 業 に 

 要 し た 経 費 
     補助  対 象  経 費   補助金充当額 

計画額 実績額 計画額 流用額 流用後額 実績額 
交  付 

決定額 
実績額 

         

         

    合    計         
 
 

② 経費の内訳 （各経費の配分ごとの実績の内訳を記載） 
 
（注）１．当該年度に財産を取得しているときは、交付規程第２１条第３項の規定に基づき、

様式第１３による取得財産等管理明細表を添付することとする。 
２．消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明

記すること。 
   補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額 
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（様式第９） 

                                                                    

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN  
理事長 山本 修三 殿 
 
                                        補助事業者    住所 
                                                      氏名  法人にあっては名称 
                                                              及び代表者の氏名     印 
 

 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金承継承認申請書 
 
 
 

平成  年  月  日付け   第   号をもって交付決定のあった医療国際展開加速化
促進事業費補助金交付規程第１４条の規定に基づき、補助金に係る補助事業の地位を承継し、当該
補助事業を継続して実施したいので、下記のとおり報告します。 
 

 

記 

 

 

１．交付を決定した補助事業者名 

 

２．補助事業の名称 

 

３．補助事業の内容 

 

４．承継理由 

 

５．補助金交付決定通知の日付及び番号 

 

６．交付決定通知書に掲げられた補助金の額 

 

７．既に交付を受けている補助金の額 

 

 

 

 

 （注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 
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（様式第１０） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN  

理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金精算（概算）払請求書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第１６条第２項の規定に基づき、下記のとおり請

求します。 

 

                                              記 

 

１．精算（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）         円 

 

２．請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。） 

 

３．概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。） 

 

４．振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。 

 

 

（注）概算払の請求をするときには、別紙「概算払請求内訳書」を添付すること。 
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（様式第１１） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

               平成  年度消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書 

 

 医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第１７条第１項の規定に基づき、下記のとおり報

告します。 

 

                                              記 

 

１．補助金額（交付規程第１５条第１項による額の確定額）                  円 

 

２．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に 

 係る仕入控除税額                                 円 

 

３．消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に 

 係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額                         円 

 

４．補助金返還相当額（３．－２．）                                        円 

 

  （注）別紙として積算の内訳を添付すること。 
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（様式第１２） 

 

取得財産等管理台帳 
 

 区分  財産名  規格  数量  単価  金額  取得年月日  耐用年数  保管場所  補助率  備考 

       円    円      

 

（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本交付規程第２２条第１項に

定める処分制限額以上の財産とする。 

２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、

（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。 

３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割

して記載すること。 

４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
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（様式第１３） 

 

取得財産等管理明細表（平成  年度） 
 

 区分  財産名  規格  数量  単価  金額  取得年月日  耐用年数  保管場所  補助率  備考 

       円    円      

 

 

（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本交付規程第２２条第１項に

定める処分制限額以上の財産とする。 

２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、

（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。 

３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割

して記載すること。 

４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
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（様式第１４） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金財産処分承認申請書 

 

 

 

医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第２２条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請

します。 

 

 

 

 

記 

 

 

 

 

１．処分の内容 

 

 

 

(1) 処分する財産名等（別紙） ※取得財産管理台帳の該当財産部分抜粋等 

 

 

 

(2) 処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日 

（処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等。） 

 

 

 

 

２．処分理由 
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（様式第１５） 

                                                                    番          号 

                                                                    年    月    日 

  一般社団法人Medical Excellence JAPAN 

理事長 山本 修三 殿 

 

                                        補助事業者    住所 

                                                      氏名  法人にあっては名称 

                                                              及び代表者の氏名     印 

 

 

平成  年度医療国際展開加速化促進事業費補助金収益状況報告書 

 

 

 

医療国際展開加速化促進事業費補助金交付規程第２３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告

します。 

 

 

 

 

記 

 

 

 

 

１．補助金の確定額及びその通知の日 

  金          円  平成  年  月  日 第  号 

 

２．報告対象期間 

   平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

３．収益状況 

[補助事業の完了した日の属する補助事業者の会計年度の終了後５年間における各年度末ま

での、補助事業に係る製品・部品等の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等）の累

計額－補助事業に要する経費（補助事業に係る補助対象経費以外の経費を含む）のうち、

補助事業者が自己負担によって支出した額]×（補助金の確定額（除く返納額）／本年度ま

での補助事業に係る支出額の合計（補助事業に要した経費（補助金＋自己負担額）及び補

助事業終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計）－前年度までに収益納付を

行っている場合には、その累計額（詳細別紙） 
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（別紙） 

 

収 益 状 況 

 

 

１．平成  年度の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等） 

営業損益 算出根拠 

 

円 

 

 

 

２．これまでの営業損益の累計額 

年  度 納 付 額 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

累 計 額 円 
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３．支出明細 

支出額 積算根拠 

 

円 

 

 

 

４．本年度までの補助事業に係る支出の合計 

年  度 支 出 額 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

合 計 額 円 

 

５．前年度までの収益納付額 

年  度 収益納付額 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

平成  年度 円 

合 計 額 円 

 

 

 

５．平成  年度の収益納付額   

（「２．営業損益の累計額」－「補助事業に要する経費のうち自己負担額」）×（「補助金の確定

額（除く返納額）」／「４．本年度までの補助事業に係る支出額の合計」）－前年度までに収益納付

を行っている場合のその累計額＝        円 

 


